
事 務 連 絡 

令和６年 11 月７日 

 

各 都 道 府 県 専 修 学 校 各 種 学 校 主 管 課 

各都道府県教育委員会専修学校各種学校主管課 
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厚生労働省社会・援護局省外保健福祉部企画課 

 

 

文 部 科 学 省 総 合 教 育 政 策 局 

生涯学習推進課専修学校教育振興室 

                        

 

「専ら日本語教育を受けようとする場合」の判断基準に係るガイドライン 

の公表について 

 

日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機関の認定等に関

する法律（令和５年法律第４１号）が令和６年４月１日施行されたことに伴い、

外国人留学生が、出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定め

る省令（平成２年法務省令第１６号）の表の法別表第１の４の表の留学の項の

下欄に掲げる活動の項の下欄第６号で定める「専ら日本語教育を受けようとす

る場合」には、文部科学大臣の認定を受けた教育機関において教育を受ける必

要があるところ、「専ら日本語教育を受けようとする場合」の判断基準につい

てガイドラインを公表しました。 

ついては、所管又は所轄の専修学校又は各種学校に対して周知いただくとと

もに、専修学校又は各種学校において適切な対応がなされるよう指導・助言等

を行っていただきますようお願いいたします。 
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＜参考＞出入国在留管理庁ホームページ  
・留学生の受入れ等に関する各種ガイドライン 

https://www.moj.go.jp/isa/applications/resources/nyuukokukanri10_0018
7.html 
 

・「専ら日本語教育を受けようとする場合」の判断基準に係るガイドライン 
  https://www.moj.go.jp/isa/content/001425375.pdf 
 

 

【本件連絡先】 

文部科学省総合教育政策局生涯学習推進課 

専修学校教育振興室専修学校第一係 

電話：03-5253-4111(内線：2915) 

御中 



「専ら日本語教育を受けようとする場合」の判断基準に係るガイドライン 

令和６年９月３０日 
文部科学省 

出入国在留管理庁 

 出入国管理及び難民認定法第７条第１項第２号の基準を定める省令（平成２

年法務省令第１６号）の表の法別表第１の４の表の留学の項の下欄に掲げる活

動の項の下欄第６号で定める 「専ら日本語教育を受けようとする場合」について

は、日本語教育の適正かつ確実な実施を図るための日本語教育機関の認定等に

関する法律 （令和５年法律第４１号）（以下 「法」という。）の施行に伴い、文部

科学大臣の認定 （以下 「認定」という。）を受ける必要があるところ、 「専ら日本

語教育を受けようとする場合」の判断基準については下記のとおりとし、下記１

と２を同時に満たすものを、原則として 「専ら日本語教育を受けようとする場合」

に該当するものとする。 

１ 受入れ時の日本語能力水準に関する事項 

「専ら日本語教育を受けようとする場合」は、法第１条に規定する 「日本語

に通じない外国人が我が国において生活するために必要な日本語を理解し、使

用する能力を習得させるための教育」であって、進学又は就職を目的としたも

のも含め、簡易な程度において施される日本語教育を受けようとする場合をい

う。「簡易な程度において施される日本語教育」とは、受入れ時の日本語能力

水準が日本語能力試験Ｎ２相当未満である者に対し実施されるものをいう。 

２ 教育内容における簡易な程度において施される日本語教育の割合に関する

事項 

「専ら」の目安は、修了に必要な授業時間数の概ね７割以上を占める場合と

する （聴講については、年間の履修授業時間数に占める割合で判断するものと

する。）。 

３ 留意事項 
交換留学生 （注）及び国費外国人留学生のみを受け入れる教育機関について

は、認定を受けることを要さない。 
なお、日本語能力水準について、一定の学習歴を有する者を多く受け入れて

いることは同水準の指標とはならず、受入れ時の日本語レベルの指標を定め、

試験等により客観的に各留学生の日本語能力を確認できることが必要となる。 
（注）学生交換計画 （大学間交流協定等）に基づき受け入れる留学生を指す。 
本邦の教育機関と本国の教育機関が相互に生徒を受け入れ帰国させるもの

であって、一方的に生徒を受け入れるものではないことが必要となる。当該

計画に係る協定等の締結主体が法人格を有する設置法人であるものであり、

計画の内容については選考 （選抜）基準、選考 （選抜）方法に関すること、学
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費、教育内容（カリキュラム）に関することが具体的に定められている必要

がある。 
 

４ その他 
 日本語能力試験Ｎ２相当以上の語学力を有するとして本邦の大学若しくは

これに準ずる機関、高等専門学校、専修学校、各種学校又は設備及び編制に関

して各種学校に準ずる教育機関において教育 （専ら日本語教育を受ける場合を

除く。）を受けようとする者が、 「簡易な程度において施される日本語教育」が

課程の１年目における授業時間数の概ね７割以上を占める機関に在学しよう

とする場合や、「簡易な程度において施される日本語教育」を履修授業時間数

のうち概ね７割以上聴講しようとする場合等には、その者について 「教育を受

ける活動」を行うために必要な修学能力に疑義があるとして在留審査が行われ

る場合がある。 




